


出典：新潟市の市民経済計算（令和4年度）

○市民経済計算による新潟市の一人当たり市民所得は、県の水
準は上回っているものの、全国の水準を下回っています。令和
2年度に新型コロナウイルス感染症の影響で全国的に落ち込ん
だ後、行動制限の緩和に伴い、緩やかに持ち直しの傾向が見ら
れますが、全国の水準との差が拡大しています。

新事業の創出や販路開拓支援、DX＊１・省力化支援による業務効率化、企業立地や誘致、創業支援を通じて、
企業の稼ぐ力を高めて地域経済に活力を生み出し、市民所得の向上を目指します。

SDGs＊２や脱炭素など企業の社会的責任への対応を支援するほか、育児・介護・治療等と仕事の両立など、
働く人々のライフスタイルやニーズが多様化していることなども踏まえ、誰もが働きやすい職場環境づくりや働
きがいを高める取組を支援します。あわせて、企業の魅力発信にかかる取組も支援することで、人材確保につ
なげます。



○市内事業所の労働生産性は全国平均を下回っています。昨今の課
題である物価高騰や人手不足などにも対応していくため、付加価値
の高い製品・サービスの創出、新たな販路開拓のほか、省力化・省エネ
化に資する生産設備やデジタル技術の導入支援など、稼ぐ力の強化
に向けた取組が重要です。

○「にいがた2km」＊2エリアには、老朽化したビルが多く
見られます。企業誘致を推進していくうえで、企業のニーズ
に沿ったオフィスや、企業のニーズに沿った高機能で良質
なオフィスの創出が重要です。

＊１ 脱炭素社会に向けて、2050年までに温室効果ガスの排出量を実質ゼロにすることを目指す旨を表明した地方自治体のこと。



（新規追加）
○市内事業者の採用力強化や稼ぐ力の向上に繋げるた
め、AIを活用した市場調査により、Ｚ世代＊１の意識や行
動、価値観を把握することで、採用活動や福利厚生制度
の充実に生かしていきます。

○市内企業の採用力向上に向け、企業の魅力発信にかかる取組
を支援するとともに、多様で柔軟な働き方を実践できる職場づ
くりに取り組む中小企業を支援します。

○企業のデジタル化やDXを支援することで、労働力不
足の解消や事業の高度化を後押しするほか、社会情勢の
変化に応じた新規事業の創出など、地域企業の持続的な
成長を支援します。 

デジタル技術の活用例 （メタバースキャリアエキスポ）

＊１  1990年代半ば～2010年代初頭に生まれた世代のこと。



○食関連産業の集積など新潟市の特色を活かし、市内事業
者とスタートアップ＊１とのオープンイノベーション＊２を促
進し、新規事業の創出に際しても寄り添いながら幅広く支援
します。

○にいがた２kmエリアにおける高機能で良質なオフィスの
整備を促進するとともに、新潟市の優位性をアピールし、多
様な産業との連携やイノベーションが期待されるＩＴ企業の
誘致を推進します。

○新潟市の強みである食分野を中心とした輸出促進に向
けて、市内事業者の海外販路拡大を支援します。 また、イ
ンバウンドによる食関連消費の拡大を支援することによ
り、海外からの稼ぐ力を強化します。 

*１ 革新的なビジネスモデルや技術によって新たな市場を開拓し、社会に新しい価値を提供しながら、短期間で急速な成長を目指す企業のこと。

＊３ Artificial Intelligence（人工知能）の略。人間の知的な能力を、人工的に代替する機能を実現する技術のこと。



○協同労働＊２など、多様な就労の機会の創出に取り組
みます。

＊１ 1日単位や数時間単位で就労すること。
＊２ 働く人や市民が資金を出し合い、仕事をつくり、運営にも参加して一人一人が主体となる働き方のこと。

（新規追加）
○単日短時間就労＊１やテレワーク等による就労を促進
し、世代や性別を問わず、すべての人が時間や場所に捉わ
れずに働ける環境整備を推進します。





○令和5（2023）年の新潟市の農業産出額は、518億円
で全国8位、分野別では米が278億円であり、全国１位の
大農業都市です。日本最大の水田面積を持つ米どころであ
る一方、米の作付け割合が高いがゆえに、米価や需要の変
動の影響を受けやすい農業構造となっています。

○また、「儲かる農業」の土台となる農地の整備率は近年、
微増にとどまっており、令和5（2023）年の新潟市の農地
のほ場整備率は53.4%で、県の65.6%及び全国の
68.7%を下回っています。 



○我が国の食料自給率は、長期的には低下傾向で推移して
いましたが、2000年代に入ってからは概ね横ばい傾向で推
移しており、令和6（2024）年度はカロリーベースで38%、
生産額ベースで64%となっています。 

○多くの市民が地場産の農産物や水産物、食文化等に対して
誇りと愛着を抱いています。こうした豊富な地域資源の魅力
を掘り下げ、産地ストーリーとして広く発信し、ブランド力の
向上につなげるとともに、他分野にも活かしていくことが重
要です。 

○水産業は、海洋環境の変化等による漁獲量の減少のほか、
漁業者の高齢化や従事者数の減少などに加え、漁港の老朽
化によって厳しい環境にあります。



（新規追加）
○温室効果ガスの排出削減量・吸収量を国が認定する「J-クレ
ジット制度」を活用し、環境に配慮した持続可能な農業を推進す
るとともに、事業で得られたクレジットにより、地域農業や企業
の環境保全活動の活性化を図ります。

○新規就農者の技術および知識の習得や女性の就農環境の
改善を推進するほか、意欲ある担い手が営農を継続できる
環境を整備するなど、多様な担い手の確保・育成を進めます。 



にいがた2km＊４で食と花のマルシェを開催

（新規追加）
○新潟市の食や食文化の魅力を、風土や歴史などの背景ま
で掘り下げ、産地ストーリーによりブランド力を強化し、農
業、経済、観光の取組みを横断的に繋いで発信することで、
輸出からインバウンド、地域内での食関連消費拡大及び認
知度向上へと繋げます。

○持続可能な水産業の振興のため、漁港の長寿命化を図
ります。

新川漁港のミズダコ漁

（新規追加）
○地域資源や漁港の有効活用などにより漁業の活性化や担い手
の育成を図る「海業」（うみぎょう）を推進します。







定住人口

１人

外国人旅行者

6人
国内旅行者

20人＝

＝

出典：
定住人口１人当たりの年間消費額：家計調査（令和６年：総務省）
旅行消費額（外国人）：インバウンド消費動向調査（令和６年：観光庁）
国内旅行者（宿泊）：旅行・観光消費動向調査（令和６年：観光庁）

定住人口一人当たり年間消
費額：139万円
（総世帯データによる平均
年間消費額（１世帯平均）
÷１世帯平均人数で算出

外国人一人当たり旅行支出：22.7万円 国内旅行（宿泊）一人当たり支出：6.9万円

○定住人口1人当たりの年間消費額（139万円）は、旅行者の
消費額に換算すると外国人旅行者6人分、国内旅行者（宿泊）
20人分と試算されます。定住人口の減少による消費額の減
少をカバーするうえで、交流人口＊4による経済効果は重要
です。

出典：「新潟市の国際交流2026」（令和8年3月時点）

官民のパートナーシップによる観光を構築・推進し、新潟市への観光マインドを活性化させます。併せて、来訪
者へのおもてなし態勢を強化するとともに、社会の変化を捉えつつ、新潟の魅力と拠点性を活かした誘客活動
を積極的に展開することで、観光需要のさらなる拡大につなげます。



○市内の旅行業者やホテル・旅館、商工会議所、観光協会、
行政等の関係者が一体となり、訪れたいまちとして国内外
に選ばれる新潟市を目指し様々な取組を展開しています。

(年)

(年)

(年度)

観光需要の拡大に向けて

＝＝

感染症拡大からの回復

○新型コロナウイルス感染症の拡大は国内外の交流に大きな影
響を及ぼしました。航空路に関しては、減便・運休が続き、増加傾
向にあった新潟空港の利用は大幅に落ち込みました。また、ク
ルーズ船に関しても新潟港への寄港が相次いで中止され、外国
人来訪者は激減しました。

○その後、予防接種や治療薬の開発などにより感染症は徐々に
終息に向かい、令和５（２０２３）年には国の水際対策が終了、行
動制限が大幅に緩和されたことから、国内外の観光需要は急激
な回復をみせ、その後も拡大傾向にあります。特に外国人旅行者
の増加が顕著で、令和６（2024）年の新潟市の外国人宿泊者数
は、コロナ禍前の令和元（2019）年を超える数値を記録しました。



○多くの市民グループが様々な国と交流活動を行ってい
ます。令和2年より、青少年オンライン交流事業を実施し、
海外の小中学校とオンラインで交流する機会を創出して
います。

○一方、対面交流だからこそ感じることや理解できることもあ
り、オンライン交流と対面交流の融合により、効果的に交流が
行われるよう取り組むことが重要です。

○新潟市は、昭和40（1965）年に米国のガルベストン市
と初めて姉妹・友好都市提携しました。現在では、全5か
国・7都市と交流提携・協定締結により、自治体交流を展
開しています。



○国際港・国際空港や高速道路、新幹線といった高速交通ネッ
トワークを有する拠点性を活かし、ハイレベルな国際会合・ス
ポーツ大会等を含むＭＩＣＥ誘致、および「佐渡島の金山」が世
界文化遺産に登録された佐渡市や会津若松市＊２をはじめと
する県内外の自治体との広域連携により、誘客を促進します。

○多様化する来訪者のニーズを的確に捉え、まち全体とし
ておもてなし意識の向上も図りながら、持続可能な観光へ
の取組を官民一体で進めます。

○デジタル技術を活用し、来訪者の利便性向上や観光コン
テンツの付加価値を高めるといった取組を進めます。

＊２ 佐渡市とは、平成22（2010）年から「トキめき佐渡・にいがた観光圏」を形成。令和4（2022）年には、佐渡金山の世界文化遺産登録を見据え誘客交流連携協
定を再締結。会津若松市とは、平成24（2012）年に観光交流を宣言。
＊３ Social Networking Serviceの略。インターネットを通じて、社会的なネットワークの構築を支援するサービス。

○SNS＊３をはじめとする様々なメディアを活用し、ターゲッ
トを意識した効果的な情報発信を行います。



●新潟市多文化共生基本方針
●新潟市多文化共生推進アクションプラン

令和８年度に策定予定の新潟市観光計画（仮称）の
議論を踏まえ、最終目標を見直す可能性があります。

令和８年度に策定予定の新潟市観光計画（仮称）の
議論を踏まえ、最終目標を見直す可能性があります。







出典：新潟市（令和6年度）
注記：件数704件 複数回答可

出典：第6回新型コロナウイルス感染症の影響下における生活意
識・行動の変化に関する調査（令和5年：内閣府）

○新型コロナウイルス感染症の流行を契機に、東京圏在
住者の地方移住への関心が高まりました。
○テレワークの普及により、東京圏＊1での仕事を続けな
がら居住地を地方に移す、転職なき移住が可能になりま
した。



○市内の中学校、高校や大学などと連携した企業を知って
もらうための取組に加え、働くことだけでなく、本市で暮ら
す魅力を伝え、市内就労の意識醸成を図ります。

○テレワークの普及など働き方の変化なども捉え、UIJターン＊２に
よる就業者の支援に取り組むとともに、地域おこし協力隊を活用した
情報発信やイベント企画などにより、移住・定住を促進します。






	スライド 1
	スライド 2
	スライド 3
	スライド 4
	スライド 5
	スライド 6
	スライド 7
	スライド 8
	スライド 9
	スライド 10
	スライド 11
	スライド 12
	スライド 13
	スライド 14
	スライド 15
	スライド 16
	スライド 17
	スライド 18
	スライド 19
	スライド 20
	スライド 21
	スライド 22
	スライド 23
	スライド 24

